
新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定） （抜粋）

（４）観光立国・地域活性化戦略

（大都市の再生）

大都市は、これまでは国の成長の牽引役としての役割を果たしてきたが、ソウル、シンガポール、上
海、天津等の他のアジア都市は国を挙げて競争力向上のための取組を推進しており、国としての国
際的、広域的視点を踏まえた都市戦略がなければ、少子高齢化もあいまって東京でさえ活力が失わ
れ、国の成長の足を引っ張ることになりかねない。

このため、成長の足がかりとなる、投資効果の高い大都市圏の空港、港湾、道路等の真に必要なイ
ンフラの重点投資と魅力向上のための拠点整備を戦略的に進め、世界、アジアのヒト・モノの交流の
拠点を目指す必要がある。この整備に当たっては、厳しい財政事情の中で、特区制度、PFI、PPP等
の積極的な活用により、民間の知恵と資金を積極的に活用する。

（社会資本ストックの戦略的維持管理等）
我が国の道路は高度経済成長期に集中的に整備され、現在、50年以上経過した橋梁は８％、トン

ネルは18％であるが、20年後には橋梁は51％、トンネルは47％に急増すると言われており、農業用
水利施設は500箇所前後の施設が毎年更新時期を迎えることになり、今後は、国・地方の財政状況

の逼迫等により、社会資本ストックが更新できなくなるおそれがある。このように高度経済成長期に集
中投資した社会資本ストックが今後急速に老朽化することを踏まえ、維持修繕、更新投資等の戦略的
な維持管理を進め、国民の安全・安心の確保の観点からリスク管理を徹底することが必要である。さ
らに、社会資本ストックについては、厳しい財政事情の中で、維持管理のみならず新設も効果的・効率
的に進めるため、PFI、PPPの積極的な活用を図る。
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《21世紀の日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》

14．公共施設の民間開放と民間資金活用事業の推進

国、地方ともに財政状況が極めて厳しい中、必要な社会資本整備や既存施設の維持管理・更新需
要に最大限民間で対応していく必要がある。そのため、PFI制度にコンセッション方式（※）を導入し、

既存の法制度（いわゆる公物管理法）の特例を設けることにより公物管理権の民間への部分開放を
進める。あわせて、公務員の民間への出向の円滑化、民間資金導入のための制度整備、地方公共
団体への支援体制の充実など、PFI制度の拡充を2011年に行う。
これにより、PFI事業規模について、2020年までの11年間で、少なくとも約10兆円以上（民間資金等

の活用による公共施設等の整備等に関する法律施行から2009年末までの11年間の事業規模累計
約4.7兆円の２倍以上）の拡大を目指す。

(※)公共施設の所有権を民間に移転しないまま、民間事業者に対して、インフラ等の事業権（事業運営・開発に関す
る権利）を長期間にわたって民間に付与する方式。

３．社会資本の戦略的な新設・維持管理 社会資本ストックの効率
的、戦略的な新設・維持
管理の実現

2010年～2020年のＰＦＩの
事業規模：少なくとも約10兆
円以上
（PFI法施行から2009年末までの
事業規模累計約4.7兆円の少なく
とも２倍以上の拡大）

コンセッション方式（※）の導入等に
係るＰＦＩ（民間資金等活用事業）制
度の拡充

公物管理の民間開放、公務員の民間
への出向の円滑化、民間資金導入の
制度整備等ＰＰＰ・ＰＦＩの更なる活用促
進へ向けた諸施策の実施

公共施設整備を行う際、まずPFI手法
で整備することを検討する制度の導入
に向けた検討

国及び地方自治体において今後見込ま
れる社会資本の更新需要の洗い出し

国及び地方自治体における社会資本
の維持管理、更新投資等マネジメント
に係る計画の作成の促進

※ 施設の所有権を移転せず、民間事業者にインフ

ラの事業運営や開発に関する権利を長期間にわ
たって付与する方式。

道路・河川空間のオープン化等

地域や社会のニーズに対応した国有財産・独立行政法人保有資産の有効活用等

・地域再生等に係る利用促進
・独法資産の実態把握に基づく見直しによる有効活用、国庫納付等の推進

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

ⅣⅣ 観光・地域活性化戦略観光・地域活性化戦略 ～～地域資源の活用による地方都市再生、成長の牽引役としての大都市の再生地域資源の活用による地方都市再生、成長の牽引役としての大都市の再生～～

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに

実現すべき成果目標
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（７）金融戦略（抜粋）
…また、国民金融資産を成長分野や地域に活用するための方策として、民間金融機関の積極的な

取組を促す。さらに、政府系金融機関・財政投融資等の活用やファンドスキームの活用・検討等、
官民総動員による対応を進める。

Ⅶ 金融戦略

１．我が国企業・産業の成長を支える金融等

（２）地域・成長企業等に対する円滑な資金供給の実現

政府系金融機関・財政投融資等の活用によるリスクマ
ネー供給の促進・成長戦略分野への重点的な資金供
給・地域金融の活性化

経済活性化を担うファンドの有効活用に向けた事業環
境整備（郵貯・簡保等の国民金融資産の運用に関する
見直しの慫慂を含む。）

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに実現すべ
き成果目標

官民総動員によ
る成長マネーの
供給
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